
教第53号議案  

 

神戸市教育委員会電子署名規程の一部を改正する訓令の制定について  

神戸市教育委員会電子署名規程の一部を改正する訓令を次のように制定する。  

令和５年１月26日提出  

神戸市教育委員会事務局  

事務局長   高田 純  

 

理    由 

電子契約システムの導入にあたり，電子署名カード以外の電子署名についての規定が

必要であるため。 



 

神戸市教育委員会電子署名規程の一部を改正する訓令を次のように定める。  

 令和５年１月30日  

神戸市教育委員会   

教育長 長田 淳   

神戸市教育委員会訓令甲第  号  

神戸市教育委員会電子署名規程の一部を改正する訓令  

神戸市教育委員会電子署名規程（平成 29年７月教育委員会訓令甲第５号）の一

部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び

第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）につ

いては、次のとおりとする。 

  (1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正

部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改正後 改正前  

（定義）  （定義）  

第２条  この訓令において、次の各号

に 掲げ る 用語 の意 義は 、当 該各 号に

定めるところによる。  

第２条  この訓令におい て、次の各号

に 掲げ る 用語 の意 義は 、当 該各 号に

定めるところによる。  

(1)～ (3) ［略］ (1)～ (3) 

(4) 電子署名カード 半導体集積回

路 を 一 体 と し て 組 み 込 ん だ カ ー ド

であって、個人識別番号を格納した

電磁的記録に係る記録媒体をいう。 

(4) 電子署名カード 半導体集積回

路 を 一 体 とし て 組 み 込 ん だ カ ー ド

（以下「IC カード」という。）であ

って、個人識別番号を格納した電磁

的記録に係る記録媒体をいう。  

(5) カード型電子署名管理者  電子

署 名 カ ー ド の 保 管 及 び 使 用 の 管 理

(5) カード管理者  電子署名カード

の 保 管 及 び使 用 の 管 理 を 行 う 者 を

1



 

を行う者であって、電子署名カード

による電子署名を行うものをいう。 

いう。  

(6) 非カード型電子署名管理者 神

戸市会計規則（昭和 39 年３月規則

第 81 号）第２条第１項第３号に規

定する支出担当者であって、その所

管 に 係 る 次 条 た だ し 書 に 規 定 す る

他の方法（電子署名カードにより行

うものを除く。）による電子署名を

行うものをいう。 

 

（電子署名） （電子署名） 

第３条  電子署名は、組織認証局が発

行 する 電 子署 名カ ード によ り行 うも

のとする。ただし、特別の用途に用い

る 場合 で あっ て、 教育 委員 会事 務局

総務部総務課長（以下「総務課長」と

い う 。） の 合 議 を 得 た も の に つ い て

は 、他 の 方法 によ り電 子署 名を 行う

ことができる。  

第３条  電子署名は、組 織認証局が発

行 する 電 子署 名カ ード によ り行 うも

のとする。ただし、特別の用途に用い

る 場合 で あっ て、 教育 委員 会事 務局

総務部総務課長（以下「総務課長」と

いう。）を経由して教育長の承認を得

た もの に つい ては 、他 の機 関が 発行

す る電 子 署名 カー ドを 用い て電 子署

名を行うことができる。  

（電子署名カード） （電子署名カード） 

第４条  電子署名カードにより行う電

子 署名 に 用い る職 名等 及び 当該 電子

署 名カ ー ドに 係る カー ド型 電子 署名

管理者は、別表のとおりとする。ただ

し、教育長の承認を得たものは、この

限りでない。 

第４条  電子署名に用い る職名等及び

当 該 電 子 署 名 に 係 る カ ー ド 管 理 者

は、別表のとおりとする。ただし、教

育 長の 承 認を 得た もの は、 この 限り

でない。  

２  別 表 左 欄 に 掲 げ る 職 （ 教 育 長 を 除

く。）にある職員（以下この項におい
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て「被代行職員」という。）に事故が

あ るた め その 事務 を代 行す る職 員及

び 被代 行 職員 が欠 けた ため その 事務

を 取り 扱 う職 員は 、被 代行 職員 の電

子署名を使用することができる。 

（電子署名カードの交付等） （電子署名カードの発行等） 

第５条  電子署名カードの交付は、総

務課長が行う。  

第５条  電子署名カード の発行は、教

育長が行う。 

２  別表右欄に掲げる者は、電子署名

カ ード の 交付 を受 けよ うと する とき

は 、組 織 認証 局が 指定 する 様式 によ

り 、総 務 課長 に申 請し なけ れば なら

な い。 電 子署 名カ ード を更 新し よう

とするときも、同様とする。 

２  別表右欄に掲げる者 は、電子署名

カ ード の 交付 を受 けよ うと する とき

は、電子署名カード用の IC カードを

添 えて 、 書面 によ り教 育長 に申 請し

な けれ ば なら ない 。電 子署 名カ ード

を 更新 し よう とす ると きも 、同 様と

する。  

３  総務課長は、電子署名カードを交

付 する と きは 、当 該電 子署 名カ ード

を 管理 台 帳に 登録 の上 、カ ード 型電

子 署名 管 理者 に交 付し なけ れば なら

ない。  

３  総務課長は、電子署 名カードを交

付 する と きは 、当 該電 子署 名カ ード

を 管理 台 帳に 登録 の上 、カ ード 管理

者に交付しなければならない。  

４  カード型電子署名管理者は、毎年

７ 月１ 日 、総 務課 長に その 保管 する

電 子署 名 カー ドの 名称 、数 量等 を報

告しなければならない。  

４  カード管理者は、毎 年７月１日、

総 務課 長 にそ の保 管す る電 子署 名カ

ー ドの 名 称、 数量 等を 報告 しな けれ

ばならない。 

（電子署名カードの管理） （電子署名カードの管理） 

第６条  第６条  電子署名カード の保管、使用

そ の他 の 事務 につ いて は、 神戸 市教

育 委員 会 公文 書管 理規 程第 ３条 第１

項 第５ 号 に規 定す る公 文書 主任 （以
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下単に「公文書主任」という。）がカ

ー ド管 理 者の 指示 によ り行 わな けれ

ばならない。 

 電 子署 名 カ ード は、 保 管 場所

外に持ち出してはならない。 

２  電子署名カードは、 保管場所外に

持ち出してはならない。  

２  カード型電子署名管理者は、電子

署 名カ ー ドを 使用 しな いと きは 、当

該 電子 署 名カ ード を堅 固な 容器 に入

れて鍵をかけなければならない。 

３  公文書主任は、電子 署名カードを

使 用し な いと きは 、当 該電 子署 名カ

ー ドを 堅 固な 容器 に入 れて かぎ をか

けなければならない。  

３  カード型電子署名管理者は、電子

署 名カ ー ド及 び個 人識 別番 号を 厳重

に管理し、盗難、漏えい等により他人

に 使用 さ れる こと のな いよ う必 要な

措置を講じなければならない。  

４  公文書主任は、電子 署名カード及

び 個人 識 別番 号を 厳重 に管 理し 、盗

難 、漏 え い等 によ り他 人に 使用 され

る こと の ない よう 必要 な措 置を 講じ

なければならない。 

（非カード型電子署名に係る届出）   

第 ７ 条  非 カ ー ド 型 電 子 署 名 管 理 者

は 、第 ３ 条た だし 書の 規定 によ り他

の 方法 に よる 電子 署名 （電 子署 名カ

ードにより行うものを除く。）を行う

こととなったときは、あらかじめ、別

に 定め る 所要 事項 を総 務課 長に 届け

出なければならない。  

 

２  総務課長は、前項の規定による届

出 があ っ たと きは 、そ の内 容を 管理

台帳に登録しなければならない。 

 

（非カード型電子署名管理者）   

第８条  第３条ただし書に規定する他

の 方法 に よる 電子 署名 （電 子署 名カ

ードにより行うものを除く。）は、事
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務 局長 が 特に 認め る場 合は 、第 ２条

第 ６号 の 規定 にか かわ らず 、非 カー

ド 型電 子 署名 管理 者以 外の 者が 行う

ことができる。  

２  非 カ ー ド 型 電 子 署 名 管 理 者 に 事 故

が ある と き、 又は 非カ ード 型電 子署

名 管理 者 が欠 けた とき は、 その 所管

の 係長 又 は担 当係 長が その 事務 を代

行することができる。  

 

３  前項の場合において、部局の長は、

非 カー ド 型電 子署 名管 理者 の事 務を

代 行さ せ よう とす ると きは 、あ らか

じ め代 行 させ よう とす る者 の職 及び

氏 名を 総 務課 長に 届け 出な けれ ばな

らない。  

 

（電子署名使用簿等）  （電子署名カードの使用） 

第９条  カード型電子署名管理者及び

非 カー ド 型電 子署 名管理 者は 、電子

署 名を 行 うと きは 、当該 電子 署名を

行 う電 磁 的記 録に 係る決 裁文 書の起

案 者に 電 子署 名使 用簿に 所要 事項を

記録させなければならない。ただし、

神 戸市手 数 料条 例（平 成 12年 ３月 条

例 第 77号） 第２ 条及び 第３条 に規定

す る事 務 のた めに 電子署 名を 行うと

き は、 電 子署 名使 用簿の 記録 を省略

することができる。 

２  カ ー ド 型 電 子 署 名 管 理 者 及 び 非 カ

ー ド型 電 子署 名管 理者 は、 電子 署名

第７条  公文書主任は、 電子署名カー

ド を使 用 する とき は、 電子 署名 を行

う 電磁 的 記録 が決 裁文 書そ の他 の証

拠 書類 と 相違 ない こと を確 認し なけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

２  公文書主任は、起案者又は文書取

扱 者に 電子 署 名使用 簿に 所要 事項を
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を 行う と きは 、当 該電 子署 名を 行う

電 磁的 記 録が 決裁 文書 その 他の 証拠

書 類と 相 違な いこ とを 確認 しな けれ

ばならない。 

記 載さ せた 後 、電子 署名 カー ドを使

用するものとする。ただし、神戸市手

数料条例（平成12年３月条例第77号）

第 ２条 及び 第 ３条に 規定 する 事務の

た めに 電子 署 名カー ドを 使用 すると

き は、 電子 署 名使用 簿の 記載 を省略

することができる。 

３  公文書主任が不在の 場合は、カー

ド 管理 者 があ らか じめ 定め る者 に電

子 署名 カ ード を使 用さ せる こと がで

きる。  

４  やむを得ない理由に より、電子署

名 カー ド を執 務時 間以 外の 時間 に使

用 しよ う とす ると きは 、あ らか じめ

カ ード 管 理者 の承 認を 受け なけ れば

ならない。 

 （職務代行等の場合の電子署名）  

 第８条  教育長に事故があるためその

事務を代行する職員は、教育長の電

子署名を使用することができる。 

（電子署名に係る事故報告） （電子署名カードに係る事故報告）  

第 10条  カード型電子署名管理者及び

非 カー ド 型電 子署 名管理 者は 、個人

識 別番 号 を亡 失し たとき 、電 子署名

カ ー ド の 紛 失 又 は 盗 難 が あ っ た と

き、電子署名が不正に行われ、又は不

正 に行 わ れる 可能 性があ る状 態にな

っ たと き その 他電 子署名 に係 る事故

があったときは、直ちに、総務課長に

第９条  カード管理者は 、次の各号の

いずれかに該当するときは、直ちに、

教 育長 に 書面 によ り報 告し なけ れば

ならない。 

(1) 個人識別番号の亡失により電子  

署名カードが使用できなくなった  

とき。 

(2) 電子署名カードが破損したこと  

6



 

報告しなければならない。 により使用できなくなったとき。  

(3) 電子署名カードについて盗難、  

紛失その他の事故があったとき。  

(4) 前各号に掲げる場合のほか、電  

子署名カードが不正に使用され、  

又は不正に使用される可能性があ  

る状態になったとき。 

（電子署名の廃止） （電子署名カードの廃止） 

第 11条  電 子 署 名 カ ー ド の 使 用 を 廃 止

す る場 合 及び 第３ 条ただ し書 に規定

す る他 の 方法 によ る電子 署名 （電子

署名カードにより行うものを除く。）

を 行わ な いこ とと する場 合は 、総務

課長に届け出なければならない。 

第 10条  電子署名カードの廃止は、教

育長が行う。 

２  カード管理者は、前 条各号に該当

す ると き 又は 電子 署名 カー ドを 廃止

し よう と する とき は、 書面 によ り教

育長に申請しなければならない。 

３  廃止した電子署名カ ードは、遅滞

な く、 総 務課 長に 返却 しな けれ ばな

らない。  

第 12条  ［略］  第 11条  ［略］  

別表（第４条、第５条関係） 別表（第４条、第５条関係） 

電 子 署 名 カ ー

ド に よ り 行 う

電 子 署 名 に 用

いる職名等 

当 該電子署 名に係 るカ

ード型電子署名管理者 

教育長  総務課長  

教育長職務 代

理者  

教育長（各事

務専用）  

各事務主管課の長（当

該事務を掌理する担当

課長を含む。） 

電 子 署名 に 用

いる職名等 

 

 

当該 電子 署 名に 係 るカ

ード管理者  

教育長 教育委員会事務局総 務

課長 

 

教育長（各事

務専用）  

 

各事務主管課長 
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事務局長又は

教育次長  

総務課長  

部又は課若し

くは課に相当

する室の長 

各事務主管課の長（当

該事務を掌理する担当

課長を含む。） 

総合教育セン

ターの所長又

は副所長  

副所長 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則  

この訓令は、令和５年１月30日から施行する。  
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神⼾市教育委員会電⼦署名規程の⼀部を改正する訓令の概要

地方自治法施行規則の改正（R3.1.29施行）を受けて、神⼾市において紙署名（公印）を要さ
ない契約締結を可能とする電子契約システムが導入（R4.6.1〜試行、R5.4.1〜本格稼働）された
ことにあわせ、教育委員会の電子署名規程についても、紙署名（公印）を要さない契約締結を
可能するよう関連する規定の整備を行うもの

趣旨

令和５年１月３０日
施行期日

現行の規程

【電⼦署名(カード型のみ) 】
税務手続き 等

【紙による署名(通常公印対応) 】
経理契約、委託契約、派遣契約、
職員派遣に関する協定書、覚書 等

改正後の規程

【電⼦署名(カード型）】
税務手続き 等

【電⼦署名(カード型）】
税務手続き 等

各種手続き規定の整備
【４〜6条】

概要

・従来の「カード型電子署名」に加え、新たに「非カード型電子署名」を規定(第２条)
・カード型電子署名の各種手続き(第4〜6条) 
・非カード型電子署名の各種手続き(第7〜8条)
・電子署名使用簿等のその他手続き(第9〜11条)

改正箇所

神⼾市電⼦署名規程・
教育委員会電⼦署名規程

それぞれに定め有

【電⼦署名(非カード型）】
経理契約、委託契約、派
遣契約等、市⻑の権限に
属する契約
※相手方の希望が無ければ
紙署名(公印)

市の規程にて対応

神⼾市電⼦署名規程

【電⼦署名(非カード型）】
職員派遣に関する協定書等、
教育委員会の権限に属する
契約（年間10数件程度)
※相手方の希望が無ければ紙署
名(公印)

各種手続き規定の整備
【7〜8条】

教育委員会電⼦署名規程
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